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研究成果の概要（和文）：財政制度におけるミクロとマクロの対応関係に焦点を当てて、中央政府と地方政府
[一国内]、あるいは、複数の中央政府[国際間]、さらには、民間の利益団体や一般有権者と政治家、官僚[官と
民]間での財政制度上の相互依存・利害調整を、ミクロ(個別経済主体や個々の歳出項目など）とマクロ（集計さ
れた団体行動や財政指標など）のギャップという視点から、財政運営や財政規律などに関する重要な財政事象を
理論的・実証的に考察した。

研究成果の概要（英文）：By focusing on the micro-macro relationship in the fiscal system, we 
investigated interdependence and/or conflicts between central and local governments, international 
governments,and public and private agents in a variety of fiscal situations. By doing so, we have 
analyzed important fiscal topics such as desirable fiscal management and fiscal rule from the 
viewpoint of theoretical and empirical criteria.
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１．研究開始当初の背景 
これまで、財政制度に関する分野では、財政
赤字の経済効果や持続可能性、財政危機の対
応、公共財の最適供給、課税競争の理論的・
実証的分析、公共投資と地域経済の発展、地
方分権のあり方や地域間、国際間での人の移
動を前提とした社会保障の制度・政策論、政
策協調に関するマクロ・ミクロ政策の評価分
析などで理論・実証面でも成果が蓄積されて
きた。しかし、ミクロ財政指標とマクロの財
政・経済指標との整合性に注目した研究はこ
れまで十分になされているとは言えない。 
代表者、分担者、共同研究者は、かねてから
政府財政活動の理論的・実証的な共同研究を
行っており、カリフォルニア州立大学、アカ
デミアシニカ（台湾）やマックスプランク経
済研究所（ドイツ）などで研究会を開催して、
研究成果を蓄積してきた。 
本研究は、財政赤字累増などの財政危機に関
わる諸現象を財政制度におけるミクロとマ
クロの(不)整合性・利害調整の帰結とみなし
て、望ましい予算編成プロセス、財政規律の
ルール付けなど、あるべき財政制度の構築を
多角的に考察することで、これまでの先行研
究を発展させることを意図したものである。 
 
２．研究の目的 
本研究は、財政制度の様々な分野で、ミクロ
財政変数とマクロ財政指標の対応関係を理
論的、実証的に整理するとともに、受益と負
担が乖離している実態を踏まえて政府、民間
経済主体、利益団体などの行動様式を理論・
実証分析して、数値解析などの手法で持続可
能な財政制度、社会保障制度のあり方を考察
する。 
そのため、各国の政府財政のデータベースを
ミクロ・レベルで整理するとともに、マク
ロ・レベルでの財政赤字、財政運営などの指
標に適用できる手法を追求する。とくに、本
研究では予算編成でのミクロ的な意思決定
をマクロ財政変数に反映させる手法の妥当
性を検証することで、財政制度の（不）整合
性に焦点をあてる。 
その結果、予算編成プロセス、財政規律のル
ール付けなどについて、あるべき財政制度の
構築に関する新しい知見を得ることを目的
としている。 
 
３．研究の方法 
受益と負担の乖離がもたらすただ乗り・先送
り誘因を公共経済学の手法で分析するとと
もに、その動学的特徴を数値解析で解明した。 
多様な経済主体を明示して、有権者と政治家
に関わる投票・選挙過程や予算編成における
利害調整関係を政治経済学の手法で考察し
て、財政赤字の累増と財政規律の有効性を研
究した。 
また、マクロ経済環境と財政運営のあり方に
ついて、政府の効率性や民主主義の成熟度、
政府の指導力の強さなどとの関連で政治経

済学によるモデルを構築し、理論的、実証的
に分析を進めた。 
また、地域経済学、空間経済学のモデルを応
用したり、国際公共財の自発的供給モデルを
発展させたりして、財政制度や財政危機の地
域間、国際間での諸問題を理論的、実証的に
考察した。 
 
４．研究成果 
本研究では、予算編成や財政健全化ルールの
あり方を解明して、ミクロ予算情報とマクロ
予算制約の対応を検証した。また、リスク要
因を明示し、平時と非常時それぞれの民間経
済主体の政治的活動や政府・財政当局の行動
とマクロの財政制度や財政運営との相克を
対象として、財政危機対応を規範的に分析し
た。さらに、国際機関や国際協調による財政
支援を国際公共財の概念で分析し、国際的に
財政規律が有効に働く仕組みを定性的かつ
定量的に検討した。人々、情報、資金が自由
に移動している中で、受益と負担の乖離がも
たらすただ乗り、均衡の不安定性、複数均衡
の可能性などに注目して、財政赤字累増や財
政危機の波及効果を考察した。 
多様な経済主体を包括する財政制度のもと
で財政支出や課税・再分配政策が決定される
複雑な帰結を、ミクロ変数からマクロ指標へ
の対応とみなして、様々なミクロ政治経済活
動の調整の場である財政制度を総合的、包括
的に分析したのが、本研究の大きな特色であ
る。 
複数のミクロ経済主体・財政変数とマクロ財
政指標・制度の相互依存関係を解明すること
で、財政赤字累増の実証的、規範的意味と望
ましい財政健全化への制度設計をより明確
に考察でき、これまでの枠を越えた新しい成
果が得られた。 
 
これらの様々な研究結果を内外の諸学会や
研究会で報告し、関連する研究者と議論して
改訂を重ね、その成果を国際的な学術誌に投
稿して、その多くを公刊することができた。
具体的には、以下のような研究成果が得られ
た。 
(1)．利益団体の既得権獲得行動が正常財で
ある政治経済状況では、不況期でも財政健全
化を進めることが、正当化され得る。財政再
建に向けた財政規律にコミットするのが、利
己的に行動する利益団体の利害に合致する
こともある点が導出された。 
すなわち、地域経済学、空間経済学、政治経
済学の簡単なモデルを用いて、公債の上限を
所得変動にどの程度柔軟に対応させるべき
かを、長期の視点で分析した。公債の大きさ
は政治過程の中で決められるし、社会の財政
的既得権や財政再建の動きにも左右される
ので、公債の上限を政府が設定できたとして
も、政府が最善解で財政運営を実施できると
は限らない。政府が財政の既得権を容易に削
減できないという次善の意味で、ミクロ財政



運営上は政治的に弱い政府を想定すると、こ
うした次善のケースでは、景気対抗的でない
財政運営が望ましい場合もあり得ることが
導出できた。 
不況期においても、なぜ政府は景気対抗的で
ない(景気順応的な）緊縮財政を志向する可
能性があるのかを、新しく、そしてもっとも
らしいロジックで説明した。すなわち、不況
期において政府が民間消費の異時点間平準
化を実現できないとき、民間消費は減少し、
補助金を求める政治的圧力は増加する。他方
で、無駄な歳出を求める圧力は減少する。そ
の結果、有益な政府支出が増加するか、減少
するかは不確定である。もし、既得権への支
出の所得効果がマイナスであれば、有益な公
共支出の限界便益は低下する。こうした状況
は、政治的な活動があまり効率的でないとき
に生じやすい。このとき、公債の上限を低く
して、有益な支出を減らすことが望ましくな
る。これは、政府の予算編成があまり効率的
でない場合、景気対抗的でない財政運営を正
当化することになる。 
(2)．国際的財政危機の対応では、国際公共
財の自発的供給モデルを用いて、他国からの
波及効果で所得効果が負になりやすく、複数
均衡やコーナー解が生じやすいことを理論
的、また、数値計算で検証した。こうした状
況での利害調整では望ましい均衡とともに
望ましくない均衡も存在するから、期待の自
己実現や良い均衡への移動などの視点で財
政運営や財政手段を求めることも可能とな
り、新たな政策的な含意が得られた。 
(3)．リスク要因を明示して、平時と非常時
を区別し、ミクロとマクロの対応関係や(不）
整合性から財政調整を国際比較し、財政に関
する様々な波及効果を考察することで、市場
機能を適切に補完・調整するという政府の財
政運営の役割について、より有意義な政策的
含意を導出できた。とくに、リスク発生確率
を軽減する対応とリスク発生時の損害を軽
減する対応を区別することで、財政面でのリ
スク対応機能の効果について興味ある知見
が得られた。 
(4)．政府債務の増加が経済危機発生のリス
クを増加させる状況での国際機関による公
的国際金融の役割について、債務削減をグロ
ーバル公共財と捉えて分析した。そして、高
所得国から低所得国への国際機関を通じた
公的（非市場）貸出により、両国の総債務残
高を減少させ、経済危機のリスクを下げる条
件を理論的に導出した。 
(5)．政府が、将来の経済成長や不測の事態
における損失の規模を、利益団体の影響など
により誤認する場合の影響を理論的に分析
した。もし、各国の行動に外部性がない場合、
これらの誤認は非効率な結果をもたらす。し
かし、各国が国際公共財の供給を通じて共同
で不測の事態に対処している状況では、これ
らの誤認がフリーライド行動による非効率
を相殺して、効率性を改善する場合があるこ

とを示した。また、社会的に最適な誤認の水
準を示すとともに、利益団体のロビイング行
動を内生化したときに、最適な誤認を実現す
るような限界ロビイング費用が存在するこ
とを示した。 
(6)．プリンシパル・エージェント・モデル
を用いて、ある期のエージェントの行動が、
次期のプリンシパルの行動にどのような影
響を与えるのか、またそのことを予想するエ
ージェントはどんな行動をとるのか、といっ
た、ダイナミックなプリンシパルとエージェ
ントとの戦略的依存関係を分析した。 
特に予算を配分する主体をプリンシパル、予
算執行をプリンシパルから委任される主体
をエージェントと見なし、予算配分が 2期に
わたる場合、2 期目の予算（補正予算と見な
すことができる）、あるいは 1 期と 2 期の予
算の合計にシーリングを課すことが、財政規
律の維持に寄与するだけでなく、予算執行に
おけるエージェントの効率的な選択を促す
インセンティブとなることを示した。 
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